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活動計算書は正味財産の増減を表します。

　従来の収支計算書は、収入から支出を引いた資金の増減を表していましたが、活動計
算書は収益から費用を引いた正味財産の増減を表します。そのため、活動計算書の「次期
繰越正味財産」と貸借対照表の「正味財産合計」の金額が必ず一致します。（P.38 ～
P.39活動計算書の記載例及びP.42貸借対照表の記載例参照）
　現預金だけなら、活動計算書は収支計算書と同じことになりますが、商品販売を行って未
収金・未払金・商品在庫がある場合、職員を雇用して源泉徴収等の預り金がある場合、車
両・建物・敷金等の固定資産を持ち減価償却を行っている場合、借入金がある場合等は両
者に違いが生じ、活動計算書のほうが法人の正味財産の変動状況を、より正確に表します。

「活動計算書」と「注記」
とは何ですか？

活動計算書は、資金収支ではなく正味財産の増減
を表すため、これまでの収支計算書よりも、貸借対
照表と整合しやすくなりました。また、会計上の重要
事項を、注記で詳しく公開することになりました。

第2章 ： 計算書類作成のポイントと経理の工夫

借入金収入
事業収入
事業支出
管理支出

次期繰越収支差額

事業収益
事業費用
管理費用

次期繰越正味財産

借入金は活動計算書の収益には入らず貸借対照表の負債に計上されます。

例えば借入を行った場合…

100 万円
50 万円
－80 万円
－10 万円

60 万円

収支計算書 活動計算書

50 万円
－80 万円
－10 万円

－40 万円

（借入金は記載しない）

黒字に見えてしまう。 赤字の実態がわかる。

▶▶▶
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会計上重要な事項を注記で公開します。

　活動計算書と貸借対照表だけでは表せない会計上の重要事項を、注記に詳しく記載
します。
　具体的には、重要な会計方針（変更した際にはその理由と影響額）、複数の事業を実
施している場合の事業別損益、無償または著しく低い価格での施設の提供等の物的
サービス受入やボランティアによる役務の提供受入を金額換算した場合の内訳、使途等
が制約された寄付金等の内訳、固定資産の増減内訳、借入金の増減内訳、役員及び
その近親者との取引の内容について、該当する項目があれば、必ず記載します。該当し
ない場合は記載する必要はなく、該当しない旨も書く必要はありません。
　その他にも、現物寄付の評価方法、事業費・管理費の按分方法、年度末以降に発
生した後発事象、「その他の事業」の固有資産の状況等、重要性が高いと思われることは、
積極的に情報公開します。（P.40 ～ P.41計算書類の注記の記載例参照）

活動計算書の表示ルール

　活動計算書は、「経常」と「経常外」に区分して表示し、通常の事業に係る収益や費
用は、経常収益・経常費用とします。経常費用は、事業費と管理費に分けて、さらにそ
れぞれにおいて、人件費とその他経費に分けて表示することになっています。一方、臨時
的な収益や費用があった場合は、経常外収益・経常外費用とします。（P.38 ～ P.39活
動計算書の記載例参照）
　先にも述べた通り、現預金だけであれば、これまでの収支計算書と変わりません。つまり、
現金出納帳と預金出納帳から勘定科目ごとの集計が可能であれば、活動計算書が完成
します。
　しかし、例えば、サービスの対価を得る事業を行っている場合、実際のお金の出入りが
まだであっても、収益や費用が発生した時点で未収金や未払金を収益や費用に計上しな
ければなりません。商品在庫がある場合は、売上原価を計算して費用に計上します。高
額の固定資産を持っている場合は、いったん固定資産に計上し、減価償却額を徐々に
費用に計上していきます。預り金や借入金は、いずれは出ていくお金ですから、収益に計
上せず、負債として管理します。これらの取引がある法人には「複式簿記」が必要です。

第2章 ： 計算書類作成のポイントと経理の工夫
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■ 会計ソフトの活用

■ 多桁式出納帳の活用

複式簿記には、会計ソフトの導入が便利。

　現金出納帳や預金出納帳で、お金の出入りを記録しているだけのものは一般に単式
簿記と言われます。現預金の残高を正しく知るだけなら、単式簿記でも一目瞭然ですが、
決算においては、受取会費や受取寄付金、旅費交通費や消耗品費等の勘定科目毎に
集計を行い、正味財産増減の原因を明らかにする必要があり、取引が増えるほど、手間
取る可能性も高くなります。
　そこで、勘定科目毎の集計を簡単に正しく行えるよう、１つの取引を借方と貸方の２つ
の勘定科目で表す複式簿記が登場します。これを正しく行えば、活動計算書の「次期繰
越正味財産」と貸借対照表の「正味財産合計」の金額が必ず一致し、貸借対照表にお
ける「資産合計」と「負債及び正味財産合計」も一致するので、残高と正味財産増減の
原因を、いずれも正しく捉えることが可能です。複式簿記を正しく行うためには、会計ソフ
トを導入して操作に慣れてしまうことが一番ですが、なるべくお金を使いたくない場合は、
手書きやエクセルで作成可能な多桁式出納帳も活用できます。

　所有する資産が現金および預金だけで、銀行口座も1つか2つ程度、事業は単一で、
収益・費用の把握も複雑でなければ、会計ソフトを使用しなくても計算書類の作成は不可
能ではありません。しかし、高額の固定資産を所有したり、借入をしていたり、または複
数の事業を行っていたりしたら、一般的には会計ソフトを導入すると日頃の経理処理に混
乱が少なくなります。
　NPO法人用会計ソフトを利用するか、または企業用会計ソフトを使って帳簿を作成し、
エクセルを利用して計算書類を整える方法でも、充分に対応可能です。なお、企業用会
計ソフトの場合、費用を事業費・管理費に区別する設定になっていませんので、製造原価
の項目を「事業費」、販売費および一般管理費の項目を「管理費」として扱うとよいでしょう。

　多桁式出納帳から活動計算書と貸借対照表を作成することも可能です。P.17の記載
例をご覧ください。現金の入出金に加えて、収益と費用の勘定科目も表記されています。
例えば事業収益50,000円を現金で得たら、現金入金欄と事業収益入金欄の両方に金
額を記入することで、手元の現金が増加した事実と、その原因を同時に記録できます。
最後に合計欄の数字を活動計算書と貸借対照表に転記すれば、決算書も容易に作成で
きます。ただし、取引や勘定科目が多いと、大変な作業量になるので注意して下さい。

第2章 ： 計算書類作成のポイントと経理の工夫

（P.17～P.19参照）
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❶
 多
桁
式
現
金
出
納
帳
か
ら
活
動
計
算
書
と
貸
借
対
照
表
を
作
成
し
て
み
ま
し
ょ
う
　

経
常
収
益

管
理
費

事
業
費

受
取
会
費

受
取
寄
付
金

事
業
収
益

日
　
付

伝
票
番
号

入
　
金

出
　
金

残
　
高

消
耗
品
費

通
信
費

旅
費
交
通
費

水
道
光
熱
費

摘
　
要

【
多
桁
式
現
金
出
納
帳
】

（
単
位
：
円
）

4,
00
0

4,
00
0

4,
00
0

12
,0
00

10
0,
00
0

10
0,
00
0

50
,0
00

50
,0
00

（
A
）

（
B
）

（
C
）

（
D
）

（
E）

（
F）

（
G
）

4,
00
0

4,
00
0

4,
00
0

10
0,
00
0

50
,0
000

16
2,
00
0

5,
00
0

5,
00
0

3,
50
0

3,
50
0

10
,0
00

10
,0
00

1,
00
0

1,
00
0

4,
00
0

4,
00
0

50
0

50
0

24
,0
00

10
,0
00

60
,0
00

64
,0
00

63
,5
00

58
,5
00

55
,0
00

59
,0
00

63
,0
00

53
,0
00

52
,0
00

15
2,
00
0

14
8,
00
0

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31
14
8,
00
0

10
,5
00

3,
50
0

6,
00
0

4,
00
0

3
月
1
日

3
月
3
日

3
月
15
日

3
月
15
日

3
月
16
日

3
月
17
日

3
月
18
日

3
月
18
日

3
月
20
日

3
月
21
日

3
月
25
日

3
月
31
日

×
×
様
年
会
費

文
房
具

チ
ャ
ー
ジ
代
金

電
話
代

×
×
様
年
会
費

×
×
様
年
会
費

P
C
用
品

外
出
交
通
費

×
×
様
よ
り

電
気
代

○
○
事
業
収
益

繰
越

経
常
費
用

※
日
付
・
伝
票
番
号
・
残
高
・
摘
要
は
、〈
経
常
収
益
〉お
よ
び〈
経
常
費
用
〉に
共
通
す
る
項
目
で
す

※
※

※
※ 貸
借
対
照
表

1
2
,0
0
0

1
0
0
,0
0
0

5
0
,0
0
0

1
6
2
,0
0
0

1
4
8
,0
0
0

1
4
8
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
3
8
,0
0
0

1
4
8
,0
0
0

1
4
8
,0
0
0

Ⅰ
 資
産
の
部

資
産
合
計

現
金

現
金
の
期
末
残
高

科
　
目

貸
方
金
額

備
　
考

科
　
目

備
　
考

Ⅱ
 正
味
財
産
の
部

負
債
・
正
味
財
産
合
計

当
期
正
味
財
産
増
加
額

当
期
正
味
財
産
増
加
額

正
味
財
産
合
計

＊「
負
債
」
の
な
い
団
体
の
も
の

科
目
名

金
　
額

備
　
考

活
動
計
算
書

Ⅰ
 経
常
収
益

当
期
正
味
財
産
増
減
額

次
期
繰
越
正
味
財
産

次
期
繰
越
正
味
財
産

1
.受
取
会
費

2
.受
取
寄
付
金

3
.事
業
収
益

経
常
収
益
計

Ⅱ
 経
常
費
用

1
.事
業
費

2
.管
理
費

経
常
費
用
計

（
A
）

（
B
）

（
C
）＊「
負
債
」の
な
い
団
体
の
も
の

借
方
金
額

2
0
,0
0
0

4
,0
0
0

2
4
,0
0
0

1
3
8
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
4
8
,0
0
0

（
D
）＋
（
E
）＋
（
F
）

（
G
）

現
金
の
増
加
額

期
首
の
現
金
残
高

期
末
の
現
金
残
高

活
動
計
算
書
の
「
次
期
繰
越
正
味
財
産
額
」と

貸
借
対
照
表
の
当
期
末
の

「
正
味
財
産
の
部
」
の
合
計
額
は
一
致
し
ま
す
。

現
金
出
納
帳
の
期
末
残
高

と
貸
借
対
照
表
の
「
現
金
」

の
額
は
一
致
し
ま
す
。
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第2章 ： 計算書類作成のポイントと経理の工夫

❷
 団
体
が
小
口
現
金
の
ほ
か
銀
行
口
座
も
持
っ
て
い
る
場
合
の
多
桁
式
出
納
帳

経
常
収
益

管
理
費

事
業
費

受
取
会
費

受
取
寄
付
金

事
業
収
益

日
　
付

入
　
金

出
　
金

残
　
高

消
耗
品
費

通
信
費

旅
費
交
通
費

水
道
光
熱
費

銀
行
へ

摘
　
要

【
多
桁
式
現
金
出
納
帳
】

4,
00
0

4,
00
0

4,
00
0

12
,0
00

銀
行
よ
り

80
,0
00

80
,0
00

10
0,
00
0

10
0,
00
0

50
,0
00

50
,0
00

50
,0
00

4,
00
0

4,
00
0

4,
00
0

10
0,
00
0

80
,0
000

24
2,
00
0

5,
00
0

3,
50
0

10
,0
00

10
,0
00

1,
00
0

1,
00
0

10
0,
00
0

4,
00
0

4,
00
0

50
0

5,
00
0

3,
50
0

50
0

12
4,
00
0

10
,0
00

90
,0
00

14
0,
00
0

14
4,
00
0

14
3,
50
0

13
8,
50
0

13
5,
00
0

13
9,
00
0

14
3,
00
0

13
3,
00
0

13
2,
00
0

23
2,
00
0

13
2,
00
0

12
8,
00
0

12
8,
00
0

10
,5
00

3,
50
0

6,
00
0

4,
00
0

10
0,
00
0

10
0,
00
0

3月
1日

3月
2日

3月
3日

3月
15
日

3月
15
日

3月
16
日

3月
17
日

3月
18
日

3月
18
日

3月
20
日

3月
21
日

3月
25
日

3月
26
日

3月
31
日

伝
票
番
号 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53

繰
越

引
き
出
し

○
○
事
業
収
益

×
×
様
年
会
費

文
房
具

チ
ャ
ー
ジ
代
金

電
話
代

×
×
様
年
会
費

×
×
様
年
会
費

P
C
用
品

外
出
交
通
費

×
×
様
よ
り

預
入

電
気
代

経
常
費
用

※
日
付
・
伝
票
番
号
・
残
高
・
摘
要
は
、〈
経
常
収
益
〉お
よ
び〈
経
常
費
用
〉に
共
通
す
る
項
目
で
す

※
※

※
※

経
常
収
益

管
理
費

事
業
費

受
取
会
費

受
取
寄
付
金

事
業
収
益

日
　
付

入
　
金

出
　
金

残
　
高

消
耗
品
費

通
信
費

旅
費
交
通
費

水
道
光
熱
費

手
元
の

現
金
へ

摘
　
要

【
多
桁
式
預
金
出
納
帳
】

0

手
元
の

現
金
よ
り

10
0,
00
0

10
0,
00
0

0
0

10
0,
00
00

10
0,
00
0

80
,0
00

80
,0
00

15
0,
00
0

70
,0
00

17
0,
00
0

17
0,
00
0

17
0,
00
0

0
0

0
0

80
,0
00

80
,0
00

3月
1日

3月
2日

3月
26
日

3月
31
日

伝
票
番
号 1 2 3

繰
越

現
金
引
き
出
し

現
金
預
け
入
れ

経
常
費
用

※
日
付
・
伝
票
番
号
・
残
高
・
摘
要
は
、〈
経
常
収
益
〉お
よ
び〈
経
常
費
用
〉に
共
通
す
る
項
目
で
す

※
※

※
※
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❸
 複
数
の
事
業
を
営
ん
で
い
る
場
合
の
多
桁
式
出
納
帳

経
常
収
益

管
理
費

A
事
業
費

B
事
業
費

受
取

寄
付
金

B事
業

収
益

A
事
業

収
益

日
　
付

入
　
金

出
　
金

残
　
高

謝
礼
金

旅
費

交
通
費

摘
　
要

【
多
桁
式
現
金
出
納
帳
】

10
0,0
00

10
0,0
00

受
取
会
費

4,0
00

4,0
00

4,0
00

12
,00
0

銀
行
より

80
,00
0

80
,00
0

60
,00
0

60
,00
0

50
,00
0

50
,00
0

60
,00
0

4,0
00

4,0
00

4,0
00

50
,00
0

10
0,0
00

80
,00
00

30
2,0
00

10
,00
0

10
,00
0

50
0

50
0

5,0
00

5,0
00

3,5
00

3,5
00

10
,00
0

10
,00
0

10
0,0
00

10
0,0
00

1,0
00

4,0
00

10
,00
0

10
,00
0

6,0
00

6,0
00

4,0
00

2,0
00

2,0
00

1,0
00

15
2,0
00

10
,00
0

90
,00
0

15
0,0
00

14
8,0
00

13
8,0
00

18
8,0
00

19
2,0
00

19
1,5
00

18
6,5
00

18
3,0
00

18
7,0
00

19
1,0
00

18
1,0
00

18
0,0
00

28
0,0
00

18
0,0
00

17
6,0
00

16
6,0
00

16
0,0
00

16
0,0
00

10
,00
0

3,0
00

消
耗
品
費 50
0

通
信
費

謝
礼
金

旅
費

交
通
費

水
道

光
熱
費

消
耗
品
費

通
信
費

3,5
00

10
,00
0

5,0
00

10
,00
0

6,0
00

4,0
00

銀
行
へ

10
0,0
00

3月
1日

3月
2日

3月
2日

3月
3日

3月
5日

3月
14
日

3月
15
日

3月
15
日

3月
16
日

3月
17
日

3月
18
日

3月
18
日

3月
20
日

3月
21
日

3月
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日

3月
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日

3月
27
日

3月
27
日

3月
31
日

伝票
番号 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78

繰
越

引き
出し

A
事
業
収
益

外
出
交
通
費

○
○
先
生
へ

B
事
業
収
益

××
様
年
会
費

文
房
具

チャ
ー
ジ
代
金

電
話
代

××
様
年
会
費

××
様
年
会
費

PC
用
品

外
出
交
通
費

××
様よ
り

預
入

電
気
代

○
○
先
生
へ

イン
ター
ネッ
ト料
金

経
常
費
用

※
日
付
・
伝
票
番
号
・
残
高
・
摘
要
は
、〈
経
常
収
益
〉お
よ
び〈
経
常
費
用
〉に
共
通
す
る
項
目
で
す

※
※

※
※
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事業を管理するための費用。具体的には、総会・理事会の開催
運営費、管理部門に係る役職員の人件費、管理部門に係る事務
所の賃借料・水道光熱費等のその他経費。

ほとんどの費用は事業費で、管理費は限定的です。

　日頃から費用を事業費なのか管理費なのか区別する習慣をつけましょう。スタッフの協
力を得て、経費精算時にその区別を明確に記録しておきます。

　費用を事業費と管理費に区分した上で、それぞれにおいて人件費とその他経費に分け、
さらに給料手当、旅費交通費、消耗品費等の費目別に表示します。この工夫によって、
外部に対して資金の使い方をより明確に説明できるようになりました。
　事業費と管理費は、上記に従って区分すればよいのですが、実際には判断に迷いが
生じやすいところです。NPO法人は、目的のために事業を行うための法人ですから、支出
される経費は基本的に事業費であると考え、その上で、経理や総務等の管理部門人件
費や総会開催費用等、法人運営のために必ず発生する費用を管理費にします。

事業費と管理費の
分け方を教えて下さい。

NPO法人は事業を行うために設立される組織
です。支出される費用は基本的に事業費と考え
て、総会・理事会の開催費用や、法人管理に
必要な諸経費を、管理費に区別します。

第2章 ： 計算書類作成のポイントと経理の工夫

事業を行うために直接要する人件費とその他経費。事業費とは？

管理費とは？
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図　 事業費と管理費の分け方

複数の事業がある場合、事業別管理を徹底します。

　複数の事業を行っている法人では、単に事業費か管理費かを区別しておくだけではなく、
どの事業に係る費用なのかも、漏れのないように記録する必要があります。事業の数が
多い場合は、経理伝票に事業名を並べた選択欄をあらかじめ設けておくと、記録漏れを
防げます。会計担当者は、この記録に従って、日頃から事業別管理を徹底しましょう。会
計ソフトを使用している場合、部門の設定で収益・費用とも簡単に事業を区別できます。
多桁式出納帳を使う場合は、P.19のように、収益・費用の入力欄を事業別に分けて下
さい。この管理を怠ると、事業別損益を注記に表示する際、過去にさかのぼって取引を
確認しなければならず、正確性を欠いてしまいます。

共通経費を合理的根拠に基づき按分します。

　人件費、事務所家賃、通信費等、事業部門と管理部門が共通で負担しており、明確
に区別できない費用もあります。これらはいったん共通経費として扱い、従事割合・使用
割合・使用面積比・職員数比・事業費割合等の合理的根拠に基づいて按分すれば問
題ありません。できれば、その按分方法を注記に表示します。例えば、事業兼経理担当
者の人件費を従事時間の割合で事業費と管理費に按分したい場合、按分作業は決算
時に行えばよいのですが、日頃からそれぞれに係る従事時間を記録しておかなければなり
ません。事前に共通経費を洗い出し、按分割合とその記録方法をどのようにするのか検
討しておきましょう。なお、複数の事業を行っている場合に、複数事業間に共通する経費
をどのように各事業に按分するかという問題も同様に考えます。

第2章 ： 計算書類作成のポイントと経理の工夫

事業費 管理費

明らかに
個別の事業の経費と
特定できる費用

（NPO法人会計基準  実務担当者のためのガイドライン Q&A 14-1 図 を一部改変）

共通経費のうち
事業部門の経費として
配賦される費用

共通経費のうち
管理部門の経費として
配賦される費用

明らかに
管理部門の経費と
特定できる費用

法人全体に係る費用（共通経費）
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現物寄付は、適正に評価できれば寄付金に計上できます。

　NPO法人が、古本、古着、車両等の現物寄付を受け取った場合、受入時の時価で
適正に評価することができれば、活動計算書の受取寄付金に、資産受贈益として計上
することができます。例えば、古本や古着の提供を受けて業者で換金した場合、この換
金によって時価で適正に評価されたものとして、その金額を計上できます。また物品が新
品であれば、定価や店頭価格で、中古品の場合は売却の見積もり等で評価額を算定し
ます。なお、この金額は、認定NPO法人に申請する際、パブリックサポートテスト（PST）
において寄付金の額に含めることができるので、現物寄付を受け取ることが多いNPO法
人は、記録を残し会計に計上すると認定取得に有利です。また、現物寄付を受ける法人
が認定NPO法人の場合、寄付者は寄付金控除を受けることもできます。

現物寄付を固定資産に計上することも可能です。

　土地や建物の現物寄付を受けた場合、取得時の公正な評価額を取得価額として固
定資産に計上することができます。市場価格の他、専門家による鑑定評価額や、固定
資産税評価額等を参考に、合理的に見積もります。

現物寄付や
ボランティア作業も
計上できますか？

現物の寄付やボランティア活動を大いに活用して
事業を進めるのが営利企業と大きく異なる点です。
このようなNPO法人に特有のふるまいを会計上
で報告できるようになりました。

第2章 ： 計算書類作成のポイントと経理の工夫
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算定方法

ボランティア作業の評価は、
客観的に把握できる場合に限ります。

　ボランティア作業の受入を行った場合、原則的には、会計上の評価を行わず、計算書
類へも記載しなくて構いません。しかし、客観的に把握できる場合に限り、ボランティアに
人件費を支払い、同額を寄付で受け取ったことにして、活動計算書に計上できることに
なりました。これは、外部資料等で把握できることが条件です。例えば、弁護士がボランティ
アで専門相談を行った場合、その弁護士の料金表から相談料を算定すれば、活動計算
書の収益に「ボランティア受入評価額」として計上することが可能で、同時に、同じ金額
を「ボランティア評価費用」として費用に計上します。この金額や算定方法は、注記にも
詳しく記載されなければなりません。（下図参照）
　なお、客観的に算定できなくても、合理的に算定できる場合は、注記だけに記載が可
能です。例えば、通訳を依頼したボランティアの作業時間を出勤簿に記録し、過去に支
払った通訳料の平均単価を算出して金額換算した場合は、合理的な算定にあたります。

第2章 ： 計算書類作成のポイントと経理の工夫

算定方法

計算書類の注記　記載例（1）

活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳

法律相談員
○名×○日間

内　容 金額

××× 所属弁護士事務所の料金表から算定しています。

（単位：円）

施設の提供等も、ボランティア作業の評価と同様に考えます。

　無償あるいは著しく低い価格で、土地や施設を使わせてもらったり、車やパソコンを使
わせてもらったりする場合があります。こういった施設の提供等の物的サービスについても、
ボランティア作業の評価と同様に考えます。原則的に、会計上の評価を行わず、計算書類
へも記載しなくて構いません。しかし、希望する場合は、合理的に算定できれば注記への
記載、客観的に算定できれば注記と活動計算書へ記載することができます。（下図参照）

計算書類の注記　記載例（2）

（単位：円）施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

○○会議室の無償利用

内　容 金　額

500,000 ○○会議室使用料金表によっています。
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使途等が制約された
寄付金とは何ですか？

資金提供者と使い道や使う期間を約束して受け
取る助成金、補助金、寄付金等は、他のことに
使ってはいけない「使途制約金」として管理し、
その使用状況を計算書類で詳しく公開する必要
があります。

使途制約金は、資金提供者に報告の義務があります。

　使用目的、配分方法、使い切るまでの期間、使い切れなかった場合の処置などを資金
提供者と約束して受け取ったお金は、他に流用しないように管理し、目的に沿って使って
いることを資金提供者に報告しなければなりません。NPO法人では、これらを「使途等が
制約された寄付金等」として、できるだけシンプルに管理できるよう、計算書類の注記で
対応することになりました。原則として正味財産の区分はしませんが、特に重要性が高い
場合には、指定正味財産として区分します。

使途制約金の管理は、法人運営上も極めて重要です。

　使途制約金の管理は、資金提供者への報告義務の点だけでなく、法人運営の点から
も極めて重要です。使途制約金を受け取って収益に計上し、その年度に事業が終わらな
かった場合、年度末の正味財産は一時的に増加します。しかし、見かけ上の資産は潤沢
にみえても、自由に使えるお金ばかりではありません。これを見誤ると、資金繰りに支障を
きたし、黒字倒産の危険も高まります。

第2章 ： 計算書類作成のポイントと経理の工夫
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第2章 ： 計算書類作成のポイントと経理の工夫

記載例　「指定正味財産」を区分する場合

（活動計算書） （貸借対照表）

対象事業や実施期間が定められた補助金・助成金の管理

　これらも、使途等が制約された寄付金と同様に考え、当期に使用した金額を「受取補
助金」や「受取助成金」として収益に計上し、期首残高・当期増加額・当期減少額・期
末残高を注記に記載します。 “当期に受け取った金額”ではなく、“当期に使用した金額”
を収益に計上するのは、未使用額の返還義務がある場合に、当期の未使用額は「前受
補助金」や「前受助成金」として負債に計上すべきだからです。また、重要性が高い場合
に正味財産を区分するのも、使途等が制約された寄付金と同様に行います。

使途等が制約された寄付金の管理

　寄付金は、法人が実際にお金を受け取った時に「受取寄付金」として収益に計上しま
す。使途が制約された寄付金も同様に計上し、決算の時には、その使い道毎に、期首
残高・当期増加額・当期減少額・期末残高を注記します。（P.41計算書類の注記4「使
途等が制約された寄付金等の内訳」参照）なお、特に重要性が高い時は、注記だけで
はなく「指定正味財産」として区分すると、財務状況をより正確に表すことができます。こ
の場合、活動計算書を「一般正味財産増減の部」と「指定正味財産増減の部」とに、
貸借対照表の「正味財産の部」を「指定正味財産」と「一般正味財産」とに、それぞれ
区分して表示するとよいでしょう。例えば、複数年度にまたがって使用する寄付金や、基
金として元本維持が指定されている寄付金が、これにあたります。

×××

Ⅰ 経常収益
  1. 受取寄付金
     受取寄付金振替額
     ・・・・・・・

×××
Ⅱ 経常費用
  2. 事業費
     ・・・・・・・

（一般正味財産増減の部）

○○○

△ ×××

  受取寄付金
     ・・・・・・・
  一般正味財産への振替額

（指定正味財産増減の部）

×××

Ⅰ 資産の部
  1. 流動資産
     ・・・・・・・

×××
Ⅱ 負債の部
     ・・・・・・・

×××

○○○

Ⅲ 正味財産の部
  1. 指定正味財産
   　指定正味財産合計
  2. 一般正味財産
   　指定正味財産合計

使途等が制約された寄付金
等の残高を記載する。

指定正味財産に区分した寄付金のうち、
当期に使用した金額をマイナスする。

指定正味財産に区分した寄付
金のうち、当期に使用した金額
を、一般正味財産に振り替える。
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貸借対照表作成の
ポイントを教えて下さい。

貸借対照表とは、事業年度末の資産と負債の
残高を示す計算書です。資産から負債を差し引
いた差額が正味財産で、法人の真の財産の残高
を表します。

活動計算書の次期繰越正味財産額と必ず数字が一致します。

　貸借対照表は、事業年度末の「資産」と「負債」の残高を示し、その差額である「正味
財産」の額を明らかにする計算書です。資産の部では、現金・預金・未収金・棚卸資産・
車両・土地・建物等、財産の保有方法を、負債の部では、借入金・未払金・前受金等、
その調達の方法を記載します。次に、資産総額と負債総額の差を計算して正味財産を
求め、真の財産の額を表示します。例えば、どれほど多くの現預金を保有していても、そ
の大半が実は借入金であれば、財務状況に余裕があるとは言えません。正味財産の額は、
財務状況を理解するために大変重要な数字です。負債が資産を上回る時は、正味財産
をマイナス表示します。なお、貸借対照表「正味財産の部」の合計額と、活動計算書の
「次期繰越正味財産額」は必ず一致しなければなりません。計算書類が正しく作成されて
いるかを知る、最も重要なチェックポイントです。

貸借対照表の補完書類として、財産目録を活用します。

　貸借対照表では、勘定科目毎にまとめて記載し、財務状況をわかりやすく公開しますが、
預金口座が複数あるなら各口座の残高、未収金が複数あるなら各金額と回収見込み等、
その内容も重要な会計情報です。これらは財産目録に記載して情報公開に努めます。また、
歴史的資料等、金銭評価はできなくても活動には欠かせない財産があれば、財産目録に
記載できます。

第2章 ： 計算書類作成のポイントと経理の工夫
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貸借対照表の勘定科目の取扱い

積立金等の使用目的（今後の特定非営利活動事業に充当するために法人内部に有するものであること）、事業計画、
目的外取り崩しの禁止等を、理事会や総会での議決等適正な手続きで定め、特定資産として貸借対照表に計上した場
合、「総事業費の80％以上を特定非営利活動事業に使用していること」や「受入寄付金の70％以上を特定非営利活
動事業に使用していること」とする認定基準の判定において、特定資産も特定非営利活動事業費に含めて計算すること
ができます。

第2章 ： 計算書類作成のポイントと経理の工夫

特定資産を、独立させて表示します。

　特定の目的を持つ資産を保有する場合、「特定資産」として勘定科目を独立させ、貸借
対照表に表示します。例えば、震災復興への多額の寄付金を毎年少しずつ使用する場合
や、福祉施設の建設資金を何年もかけて積み立てる場合等が、これにあたります。寄付者
によって使途が制約される場合と、法人自らが使用目的を指定する場合とがあり、具体的
な使用目的、事業計画、目的外への取り崩し禁止等について組織決定を行って、貸借対
照表に計上します。認定NPO法人取得にあたっても大変重要な仕組みです（※）。

在庫表や固定資産台帳を毎年作成します。

　物品販売を行っている法人は、貸借対照表に資産を正しく記載するために、在庫管理
を必ず行います。事業年度末に必ず棚卸を行い、商品ごとに個数と取得金額を在庫表
に記録し、この合計額を棚卸資産として計上します。また、車両やパソコンなどの固定資
産は、資産名、取得日、取得価額等を記載した台帳を作成して管理します。購入した資
産と現物寄付で取得した資産は、区分して記載するとより正確です。減価償却も忘れず
に行いましょう。なお、固定資産とは、販売を目的とせず、決算後1年以内に現金化され
る予定のない長期保有資産のことですが、一般的には、10万円未満の場合、消耗品
費として費用に計上することも可能です。

※ 

Ⅰ 資産の部
  1. 流動資産
    
　  ○○○特定資産

  2. 固定資産

     （３）投資その他の資産
　  　 ○○○特定資産

…
…

…

勘定科目 金　額
目的が特定された資産のうち
流動資産に属するもの。
○○○に目的を明示する。

目的が特定された資産のうち
固定資産に属するもの。
○○○に目的を明示する。




